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(54)【発明の名称】管水路の空気排除装置

(57)【要約】

【課題】  流入水槽から連行される空気を効率よく排除

するとともに、通気装置のコンパクト化、流入水槽との

一体構造化を図る。

【解決手段】  上部が開放し管水路の本管１３に接続さ

れる空気集積槽１２と、流入水槽１０と空気集積槽１２

とを接続する接続管１１とを備える。空気集積槽１２及

び接続管１１は本管１３の１．９～２．１倍の直径を有

し、流入水槽１０と接続管１１との接続部から空気集積

槽１２の下流壁までの距離は本管１３の直径の４倍以上

とする。
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【特許請求の範囲】

【請求項１】  自由水面を持つ流入水槽から管水路内に

混入・連行された空気を排除する管水路の空気排除装置

において、管水路の本管に接続される上部が開放した空

気集積槽と、前記流入水槽と前記空気集積槽とを接続す

る接続管とを備え、前記空気集積槽及び前記接続管は前

記本管の１．９～２．１倍の直径を有し、前記流入水槽

と前記接続管との接続部から前記空気集積槽の下流壁ま

での距離は前記本管の直径の４倍以上であることを特徴

10とする管水路の空気排除装置。

【請求項２】  前記空気集積槽及び前記接続管は既製の

Ｔ字管を加工して製作されていることを特徴とする請求

項１記載の管水路の空気排除装置。

【発明の詳細な説明】

【０００１】

【発明の属する技術分野】本発明は、農業用水、上下水

道、工業用水等の管水路に混入・連行される空気を排除

する装置に関する。

【０００２】

20【従来の技術】パイプラインでは、管路内に混入・連行

された空気の滞留量が多くなると、流れを阻害するだけ

ではなく、サージングやエアハンマーを生じさせて送配

水施設に悪影響を及ぼすおそれがある。一般に、取水施

設やスタンド形分水工、調整施設等の自由水面を持つパ

イプライン系では、落下水脈によって空気が連行され、

気泡となって管水路内に混入するため、空気除去用の通

気装置が設けられている。

【０００３】農林水産省構造改善局監修の土地改良事業

計画設計基準・設計「パイプライン」基準書・技術書

30（1998）（以下、設計基準という）では、配水槽あるい

はスタンドから管水路へ流入する流入口の下流側では、

空気混入及び流れの収縮によって局部的な圧力低下を生

じやすいので、空気を排除する装置を設ける必要があ

り、通気孔が一般に使用されるとしている。

【０００４】図３は、設計基準に記載されている通気孔

の設置例を示すものである。流入水槽３０への流水によ

って気泡が発生する。流入水槽３０から流れに混入・連

行された空気を排除するために、直径Ｄの管水路３１の

途中に通気孔３２が設置される。設計基準によると、通

40気孔３２の口径は通常、直径５０～２００ｍｍの範囲で

あり、縮流部の射流水深ｈは通常ｈ＝０．６１Ｈで求

め、流入水槽３０と管水路３１との接続部から通気孔３

２までの距離Ｌを７～１０Ｄ離す必要があるとしてい

る。

【０００５】また、設計基準では、通気スタンドは、水

撃圧緩和の役割を兼用させるため大容量の吸排気能力を

もたせる必要がある場合に、減圧調整、監査孔等の役割

を兼用させることが多いとしている。通気スタンドに

は、管路と同径のＴ字管を使用して立上り管に遠心力鉄

50筋コンクリート等を用いた「ストレートベント型スタン

ド」や、内寸法が管路の通水断面と同等以上の鉄筋コン

クリートのボックススタンドを設けた「ボックスベント

型スタンド」などがあるとしている。

【０００６】

【発明が解決しようとする課題】図３に示した通気孔装

置に関し、管水路３１の直径をＤ＝１００ｍｍ、流入水

槽３０と管水路３１との接続部（管水路呑口）から通気

孔３２までの距離ＬをＬ＝９００ｍｍ（９Ｄ）とした装

置で実験を行った。その結果、管水路３１の呑口部から

10 流入した空気混入水は縮流し、管水路呑口に空間３３が

できている。流入水槽３０で流れの中に混入した空気の

一部は、通気孔３２の下流に混入することがあった。ま

た、管水路３１内の流れが変動して脈動状態となってお

り、通気孔３２から水が噴出されることがあった。

【０００７】また、通気スタンドの応用装置として、図

４のように、流入水槽４０と接続管４１で接続される通

気スタンド４２の直径を管水路４３の直径より大きく

し、大気に接する面積を増やして、流れに混入した空気

を浮上しやすくさせた改良型の通気スタンドを試作し

20 た。管水路４３の直径をＤ＝１００ｍｍ、流入水槽４０

と接続管４１との接続部から通気スタンド４２下流壁ま

での距離をＬ＝８００ｍｍ（８Ｄ）、通気スタンド４２

の開口部を流入水槽４０と同一の直径３００ｍｍ（３

Ｄ）とした。その結果、流入水槽４０と接続管４１との

接続部付近に発生する縮流は、通気孔装置の場合より規

模が小さくなったものの、流れに混入した空気の一部が

通気スタンド４２を通過して、さらに下流へ混入するこ

とがあることが判明した。

【０００８】このように、従来の通気装置では、通気装

30 置から下流へとさらに空気が混入することがある。更

に、通気孔を用いる場合には通気孔は管水路呑口から７

Ｄ以上離して設置され、また、通気スタンドを用いる場

合には管水路呑口から通気スタンド下流壁まで８Ｄ程度

の距離があり、通気装置が大型になるという問題があっ

た。本発明は、このような従来技術の問題点に鑑みてな

されたもので、流入水槽から連行される空気を効率よく

排除するとともに、通気装置の設置位置をできる限り水

槽に近づけて、通気装置のコンパクト化、流入水槽との

一体構造化を図り、工期短縮等による経費削減を図るこ

40 とのできる空気排除装置を提供することを目的とする。

【０００９】

【課題を解決するための手段】図４に示す通気スタンド

を改良した装置では、通気スタンドを素通りして下流へ

混入する空気があった。そこで、図５に示す連行空気排

除装置を試作した。この連行空気排除装置は、空気を集

積して排除する空気集積槽５２を設置するとともに、流

入水槽５０と空気集積槽５２を接続する接続管５１の直

径を管水路５３の直径の２倍に大きくして流速を遅く

し、空気の浮上速度を速めることを狙ったものである。

50 管水路５３の直径をＤ＝１００ｍｍとし、接続管の直径

( 2 ) 特開２０００－９６６４７
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を２Ｄ（２００ｍｍ）、流入水槽５０と接続管５１との

接続部から空気集積槽５２下流壁までの距離ＬをＬ＝８

００ｍｍ（８Ｄ）、空気集積槽５２の開放部を流入水槽

５０と同一の直径３００ｍｍ（３Ｄ）とした。

【００１０】その結果、流入水槽５０で流れの中に混入

して連行された空気は、そのほぼ全量を空気集積槽５２

において効率よく排除することができ、縮流による空隙

の発生はなかった。しかし、流入水槽５０と接続管５１

との接続部から空気集積槽下流壁まで８Ｄ程度の距離が

10あり、通気装置のコンパクト化の点では不満足なもので

あった。

【００１１】次に、図６に示すように、流入水槽６０と

空気集積槽６２を接続する接続管６１の直径を管水路６

３の本管の１．５倍とした連行空気排除装置を試作し

た。管水路６３の直径をＤ＝１００ｍｍとし、接続管６

１の直径は１．５Ｄ（１５０ｍｍ）、流入水槽６０と接

続管６１との接続部から空気集積槽６２下流壁までの距

離ＬはＬ＝５００ｍｍ（５Ｄ）、空気集積槽６２の開放

部は流入水槽６０と同一の直径２００ｍｍ（２Ｄ）とし

20た。

【００１２】その結果、縮流による空隙は発生しないも

のの、流入水槽６０内の水深が浅いと、空気集積槽６２

で排除されなかった一部の空気が、さらに下流の管水路

６３に混入することがあった。このように、接続管６１

の直径を管水路６３の１．５倍にしても、流入水槽６０

と接続管６１との接続部から空気集積槽６２下流壁まで

Ｌ＝５Ｄ程度の距離が必要である。

【００１３】本発明は、このような実験の積み重ねの上

に完成されたものであり、流入水槽から管水路内に連行

30される空気を排除する管水路の連行空気排除装置におい

て、管水路の本管に接続される上部が開放した空気集積

槽と、流入水槽と空気集積槽とを接続する接続管とを備

え、空気集積槽及び接続管は本管の１．９～２．１倍の

直径を有し、流入水槽と接続管との接続部から空気集積

槽の下流壁までの距離は本管の直径の４倍以上であるこ

とを特徴とする。空気集積槽及び接続管は既製のＴ字管

を加工して製作することができる。

【００１４】本発明によると、流入水槽と空気集積槽を

接続する接続管の直径を管水路本管の約２倍に太くして

40流速を遅くし、空気を浮上しやすくして流れに混入した

空気を効率よく排除することができる。同時に、空気集

積槽の開口部と接続管の直径を同一とし、しかも従来よ

り短くすることで、既製のＴ字管を用いて流入水槽、接

続管、空気集積槽の一体化、構造の簡略化を図ることが

できる。

【００１５】

【発明の実施の形態】以下、図面を参照して本発明の実

施の形態を説明する。図１は、本発明による管水路の連

行空気排除装置の一例を示す概略図である。流入水槽１

50０と空気集積槽１２とは接続管１１で接続されている。

管水路１３の直径をＤとするとき、空気集積槽１２と接

続管１１は同じ直径２Ｄを有する。空気集積槽１２と接

続管１１の直径２Ｄは、管水路１３の直径Ｄにのみ依存

し、流入水槽１０の直径には依存しない。流れが流入水

槽１０に入るとき気泡が発生するが、空気を混入・連行

する流れは管水路１３の２倍の直径を有する接続管１１

中で流速が遅くなり、連行された空気は浮上しやすくな

る。こうして浮上した空気は空気集積槽１２で排除さ

れ、空気集積槽に接続された管水路１３には空気を含ま

10 ない流れが流入する。

【００１６】図２は、既製のＴ字管を用いて本発明の空

気排除装置を製作する方法を説明する図である。図示す

るように、直径２Ｄの既製Ｔ字管２０の背面に直径Ｄの

管水路２２を接続するための開口２１を加工し、底面に

蓋２３をして立上がり管２４を接続するだけで、空気排

除装置を製作することができるため、従来の空気排除装

置に比較して加工・据付けが極めて簡単である。

【００１７】図１において、管水路１３の直径をＤ＝１

００ｍｍ、空気集積槽１２の開口部と接続管１１の直径

20 を管水路１３の直径Ｄの２倍（２００ｍｍ）とした空気

排除装置を製作し、接続管１１の長さを変えて実験を行

った。その結果、流入水槽１０と接続管１１との接続部

から空気集積槽１２の下流壁までの距離がＬ＝５００ｍ

ｍ（５Ｄ）以上であると、混入空気のほぼ全量を効率よ

く排除することができた。また、流入水槽１０と接続管

１１との接続部から空気集積槽１２の下流壁までの距離

がＬ＝４００ｍｍ（４Ｄ）であると、ときおり管水路１

３に気泡粒が混入することがあったが、管水路１３内の

流水に影響を及ぼすものではなかった。Ｌ＝４００ｍｍ

30 （４Ｄ）以上の時、管水路１３の水頭高は安定してお

り、流れに大きな変動は見受けられなかった。なお、こ

こでは空気集積槽１２と接続管１１の直径を管水路１３

の直径Ｄの２倍（２Ｄ）として説明したが、空気集積槽

１２と接続管１１の直径は正確に２Ｄである必要はな

く、１．９Ｄ～２．１Ｄの範囲内にあれば同様の効果が

得られる。

【００１８】このように、本発明の連行空気排除装置に

よると、流れの中に縮流による空隙が発生せず、混入し

た空気のほぼ全量を空気集積槽１２で効率よく排除する

40 ことができる。流入水槽１０と接続管１１との接続部か

ら空気集積槽１２の下流壁までの距離Ｌは、本管直径の

４倍以上であればよい。また、図２にて説明したよう

に、本発明によると、空気集積槽開口部と接続管の直径

が同一であるため、既製のＴ字管を利用して空気集積槽

と接続管を一体に製作できる。そして、空気集積槽が分

水工に隣接しているため、分水工施設と一体構造物とし

てコンパクトな設計・施工ができる。

【００１９】

【発明の効果】本発明によると、流入水槽と空気集積槽

50 を接続する接続管の管内において、流れの中に混入・連

( 3 ) 特開２０００－９６６４７
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行した気泡は管頂上に浮上しながら大きな空気のかたま

りとなり、空気集積槽においてほぼ全量を効率よく排除

することができる。装置製作上の観点からは、空気集積

槽を流入水槽に隣接して設置できるためコンパクトにな

り、水槽と一体構造として設計・施工ができる。また、

空気集積槽と接続管の直径が同一のため、既製のＴ字管

を加工することで空気排除装置の製作が可能であり、工

期も短縮されて経費削減が期待される。

【図面の簡単な説明】

10【図１】本発明による管水路の連行空気排除装置の一例

を示す概略図。

【図２】既製のＴ字管を用いて連行空気排除装置を製作

する方法を説明する図。

【図３】従来の通気孔を用いた連行空気排除装置の概略

図。

【図４】通気スタンドを改良した試作装置の概略図。

【図５】連行空気排除装置の試作装置の概略図。

【図６】他の連行空気排除装置の試作装置の概略図。

【符号の説明】

20１０…流入水槽

１１…接続管

１２…空気集積槽

１３…管水路

２０…既製Ｔ字管

２１…開口

２２…管水路

２３…蓋

２４…立ち上がり管

３０…流入水槽

３１…管水路

３２…通気孔

10 ３３…空間通気

４０…流入水槽

４１…接続管

４２…通気スタンド

４３…管水路

５０…流入水槽

５１…接続管

５２…空気集積槽

５３…管水路

６０…流入水槽

20 ６１…接続管

６２…空気集積槽

６３…管水路

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】

( 4 ) 特開２０００－９６６４７



【図５】 【図６】
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